一般プロジェクト無償事業の改革提言
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	1． 案件要請・採択以前に十分なＪＩＣＡ調査を


	「はじめに事業ありき」の発想で事前調査、基本設計調査が行われている。短期間かつ限られた要員インプットであるため現地ニーズ、現地事情の把握が不十分となり事業の必要性、妥当性、資金需要規模等の検討が不十分なものとなっている。特に、自然条件調査が欠かせない土木・建築系の事業では不十分な現地調査が実施の段階において様々な問題を引き起こす要因となっている。また、限られた現地調査では、現地業者の有効活用などを含む効率的・現実的な事業実施方法の検討も不十分となり、事業費積算精度の確保も不十分となっているのが実情である。

	1 資金供与の正式要請以前の段階でＪＩＣＡ調査によりプロジェクトの内容・妥当性・実施計画等につき十分な検討がなされるべきである。協力候補プロジェクトの形成段階の調査においてまず現地ニーズ、事業内容・工期・事業費、事業の妥当性等につき概略の検討を行うことが望ましい。この検討により確認された優先プロジェクトについては、次の段階の事業化検討調査（資金協力候補プロジェクトの詳細計画を策定する調査を仮にこう呼ぶ）に移行するが、この段階では従来よりも現地調査の密度を充実させることが求められる。自然条件、事業予定地周辺状況、運営・維持管理能力などの他、最適計画の設計条件にかかわる不確定要素を最小化し、実施段階での問題発生を未然に抑制するためにもこの段階での現地調査業務の拡充は必須と考えられる。
2 また、事業化検討調査においては最適計画の基本設計に基づき事業費積算が行われるが、その前提として効率的・現実的な事業実施方法が立案されねばならない。このため、事業に係る技術要求水準を特定し現地業者活用の可能性を十分調査することが必要となり、この点からも事業化検討調査の段階における現地調査の充実が求められる。とりわけ、本邦業者の参加を想定しない事業の実施を検討する場合においては、現地業者の能力に見合った施工方法・施工期間を設定する必要があり、事業化検討調査において現地業者の能力等現地事情にかかわる綿密な調査が重要となる。（なお、現地業者のみによる事業実施のケースにおいては、本邦コンサルタントによる施工監理体制の強化が必要となる。）
3 事業化調査の結果、無償資金協力の正式要請がなされ、案件の審査・採択の段階に入る。

	２．
予備費の確保


	事業実施上の不確定要素の少ない物品･機材の供与と様々な不確定要因を抱える土木・建築関連事業を同一制度で実施することは事業実施上のみならず事業管理上も多くの問題を発生させている。

特に、無償資金に予備費が計上されていないという制度上の不具合は、結果として一般無償全体に不必要なコストを発生させ非効率な実施体制を強いてきた。

1 当初予測し得なかった事業実施環境や自然条件の変化に伴うコスト増は契約者のリスクとなっている。

2 事業者の責によらない事由による着工の遅れあるいは工事遅延が発生し工期延長した場合、コンサルタント・施工業者には追加費用を支払うべきである。しかし現行制度では認められない。結果として契約者がリスクを負う実態となっている。

3 途上国政府の要望により事業に関連する追加的作業を求められるケースがあり、これは契約者のコスト負担となっている。


	1 土木・建築事業など不確定要因を抱える事業に「予備費」（Contingency）を計上するのは国際的にも一般的である。一括請負契約においても契約の前提となる条件に想定外の変化があれば必要に応じて予備費を活用して契約変更を行っている。土地収用の遅れによる着工の遅延、治安悪化による工事中断、あるいは止むを得ない設計変更による工事数量の増加など契約者の責によらない事由による契約変更に対処するため、無償制度においても予備費を設けることが求められる。

2 予備費は事業オーナーが不測の事態に備えて手当てすべきものであり、予備費の原資はわが国の無償資金で100％賄われることが望ましい。したがって、Ｅ／ＮおよびＧ／Ａ記載の供与限度額には予備費を含むものとする。
3 予備費にはPhysical Contingency およびPrice Contingencyが含まれるが、前者の率はＦ／Ｓ段階と詳細設計段階における設計・積算のレベルにより異なる。後者については、それぞれの段階においてインフレーションおよび為替レートの変動を予測して率を設定する。
4 実施段階におけるコンサルタント契約及び業者契約の中に１０％程度の予備費を持たせることとし、途上国政府との合意による契約変更に基づき予備費の使用を可能とする仕組みとする。

5 不可抗力事態発生等の不測の事態により契約内の予備費を超えて契約額の増額を必要とする場合は、Ｇ／Ａに含まれる予備費の使用につき途上国政府は許可申請をJICAに対して行う。なお、契約外の予備費使用にかかわる手続きについてはG/Aにルールを規定する。

6 途上国政府には予備費計上の能力がないと考えられるが、途上国政府に２KR、ノンプロ無償などの見返り資金がある場合でそれを無償プロジェクトの予備費に充当する希望があればこれを認めてはどうか。

7 入札の結果発生する余剰金も予備費の原資とする。



	３．実施期限の柔軟性


	現行制度においては、無償資金の供与はＥ／Ｎが定める期限までとなっている。契約者の責に帰さない事由により工期がE／N期限を越えて延長された場合においても、延長部分は無償資金協力の対象外となり、追加コストは契約者には未払いとなる。

途上国政府の当該部分への予算手当てには不安があるため、契約者の負担により追加的資機材・人材を投入して工期内完成に努めているのが実情である。

異常気象あるいは治安の悪化などで工期が延長される場合でも契約上救済措置が取れないのは不合理である。そのリスクに対応するコストは契約額に見込まれているとの考えは定量的な根拠に乏しく、契約者にコスト負担が強いられているのが実情である。


	1 資金供与期限はG／Aに規定することとし、JICAの権限でG／A期限延長と契約期間延長に伴う契約変更承認ができる制度とすることが望ましい。

2 G／A期限は工事契約認証日から起算して何年間と規定する。

認証日確定後認証通知と同時にG／A期限を途上国政府に通知

する。G／A締結後、工事入札不調など様々な理由で業者契約の締結が遅れることがあり、G／A期限に弾力性を持たせる必要性がある。

3 G／A期限の設定は工事契約期間プラス最大2年間とする。

具体的には個別案件特性、国情などを考慮してコンサルタントの意見を聴取の上決定する。

4 工事途中の事業スコープの変更を伴わない不測の事由による工期延長は途上国政府とコンサルタントの合意の下に業者契約変更を行う。JICAへの事前説明を必要としない運用とするが、コンサルタントは月報においてJICAに報告する。（途上国政府、コンサルタント、施工業者は早期竣工において利害が一致しておりこの制度を悪用する懸念はない。）

5 上記以外の事由による工期変更は事前にコンサルタントがJICAに

説明し同意を得た上で変更契約認証の手続きをとる。

6 但し、途上国政府の事由による期間延長が起き、予備費の使用について双方で合意できない場合、JICAは途上国政府と折衝の上コンサルタント、施工業者が損失を蒙らない措置をとる。



	４．設計変更手続きの簡素化


	現行では設計変更はJICAの事前承認を取得した上で工事に適用する仕組みとなっているため次のごとき支障が生じている。

1 設計変更の審査と承認に時間を要し該当部分の

工事が進められない。結果として限られた工事

が時間的に圧迫されている。

2 設計変更に伴うコスト減には契約の減額変更で対処が可能であるが、増額には予備費が無いために対処する方法がない。結果として施工業者・コンサルタントの追加コスト負担となっている。

3 市街地の道路改修工事などでは工事途中で周辺住民から小規模ながら多くの要望が出てくるため、現場合せに類する設計変更が必要になる。

ケースによっては、工事の進捗管理の観点から設計変更が事後報告とならざるを得ない。

4 JICAの事前承認を必要とする設計変更の基準が明確にされていない。全ての設計変更を承認申請の対象とすることは現実的ではない。


	途上国政府が責任を持って一定基準以下の設計変更が出来る制度運用とする。技術的妥当性はコンサルタントが検討･審査し、途上国政府がコンサルタントから提出される設計変更申請を審査し承認を与える仕組みへと変更する。具体的には次のごときプロセスとする。

1 品質･性能に変更を与えない且つ著しい形状変更を伴わない設計変更

はJICAの事前承認の対象から外し途上国政府の権限で行えることとする。

2 コンサルタントは設計変更の技術的妥当性および契約金額の増減額についてJICAに報告する。

3 設計変更に伴うコストの増減がある場合は、G/Aに規定するルールにしたがって当事者間により契約変更を行えることとする。

4 原則として竣工検査にはJICAが立会うこととし、コンサルタントは検査結果を受けて完了証明書を発給する。

5 瑕疵検査期間を対象とした履行保証書（契約額の５％相当のボンド）を工事契約者が提出することを契約上に規定する。

前記および上記のごとき権限委譲による手続きの簡素化はＪＩＣＡの実施管理コスト節減の効果をもたらすものと考えられる。また、途上国政府に実施管理の権限を一部委譲することは、途上国政府のオーナーシップ意識の喚起につながるものと期待される。
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